
平成２７年度事業報告
全体概要

平成27年度の研究助成事業については、国内研究助成(40件)、海外研究助成(6件)、国
際会議・海外渡航研究者および成果普及活動の援助、成果報告書の刊行、研究成果発表
会の開催を実施した。
平成28年度研究助成を募集し、選考により40件の研究助成を採択した。

財政については、不動産投資信託の分配金増により、事業活動収入は予算を上回った。

1.事業内容

1) 研究助成事業
(1) 国内研究助成

前年度に募集・選考した40件の平成27年度(第37回)助成対象研究につき、贈呈式を平成
27年4月26日に開催し、研究助成金の贈呈を行った。研究助成金総額は41.31百万円とし
た。今年度は2件を継続候補テーマに選定した。

平成28年度（第38回）研究助成事業については、平成27年8月～11月の募集期間で176件
(前年度186件)の応募を得た。応募の研究機関数は79機関（前年度81機関）だった。

厳正な選考を行い、この中から前年度並みの40件を採択した。助成金額総計は、前年度
から微増の41.91百万円とした。

継続研究テーマは該当なしとなった。

(2) 海外研究助成

助成対象大学・機関は、マレーシアの3大学(マレーシア技術大学、サインスマレーシア
大学、マラヤ大学)・ベトナムの4大学・機関(ベトナム国立大学ハノイ、ハノイ工科大
学、ベトナム国立大学ホーチミンシティ、ベトナム科学技術アカデミー)・ブラジルの3
大学・機関（サオカルロス大学、アエロノーティカ研究所、サオポール大学）、ポーラ
ンドの2大学（AGH科学技術大学、ワルシャワ技術大学）の、12大学・機関とした。
応募総数27件（マレーシア25、ベトナム2、ブラジル0、ポーランド0）から6件(マレー
シア5、ﾍﾞﾄﾅﾑ1）を採択し、総額30千米ドルを贈呈した(前年度は応募11件から4件に総
額20千米ドルを贈呈)。

2) 国際会議等の助成事業

国際会議助成については9件0.9百万円の助成を、海外渡航助成については3件0.3百万円
の助成を、成果普及助成については2件0.4百万円の助成を、それぞれ行った。

3) 成果普及事業

平成24年度助成研究の成果をまとめ、第33号成果報告書を刊行し、全国主要大学やその
図書館等に寄贈した。また、40件の成果報告の中から5名を講師として選び、「第33回
無機材料に関する最近の研究成果発表会」を平成28年1月26日東京で開催した。さら
に、寄付会社を中心に、研究成果の紹介活動を行った。

２．財政基盤

1) 収支決算

(1) 収入について、寄付金収入(予算35百万)は、法人24社（前年度26社）、個人13名（前年
度15名）より計35.2百万円(前年度35.百万)であった。

運用収入は、主に不動産投資信託の分配金増により、44.2百万円と予算41.0百万円を上
回った。

この結果、事業活動収入合計は、予算76.0百万円に対し、79.4百万円となった。

(2) 事業活動支出については、事業費が予算61.8百万円に対して63.0百万、管理費が予算
13.9百万円に対して14.7百万円と、いずれも予算より微増であった。

(3) この結果、事業活動支出合計は、予算75.7百万円に対し、77.8百万円となった。



(4) 投資活動収入は222.8百万円、投資活動支出は223.2百万円となった。投資活動の主な内
容は、早期償還および満期償還債券の再投資である。また、退職給付引当資産3.4百万
円を取崩した一方、特定資産の取得を行い、収支は-0.4百万円となった。

(5) 以上の結果、収支計算書における次期繰越収支差額は20.4百万円(予算17.7百万円)と
なった。

2) 資産及び正味財産

(1) 資産は、時価評価で総額1,208.0百万円、うち基本財産931.8百万円、特定資産255.4百
万円であった。また、正味財産は、指定正味財産39.9百万円、一般正味財産1,147.3百
万円で、当期の減少額は61.8百万円であった。なお、資産減少額は、時価評価損によ
る。

(2) 「無機材料研究助成基金(個人寄付基金)」制度に基づく個人寄付は、過去からの累計
で、総額725万円、59人となった。

３．その他
1) 役員等の異動

(1) 評議員

平成27年6月5日、評議員会において、評議員の定期改選が審議され、吉川評議員の重任
が承認された。また、同評議員会において田中評議員の辞任が審議され、承認された。

(2) 理事

平成27年6月5日、評議員会において、理事の定期改選が審議され、船木、小林、村田理
事の退任、藤本、牧島、谷口、前田理事の重任、田中、安田、平山理事の選任が承認さ
れた。また、平成27年6月5日、理事会において、理事長に藤本理事、専務理事に前田理
事が選任された。

2) 平成27年度の理事会は、下記の通り開催した。

平成27年5月14日、主に平成26年度決算の審議
平成27年6月5日、主に理事長、専務理事選任の審議
平成27年6月19日（書面開催）、主に株主の議決権行使の審議
平成27年11月27日、主に資産運用規程改訂、特定個人情報取扱規程制定の審議
平成28年3月14日、主に平成28年度事業計画の審議

3) 平成27年度の評議員会は、下記の通り開催した。

平成27年6月5日、主に平成26年度決算審議

4) 平成27年度の選考委員会は、下記の通り開催した。

平成27年5月8日、平成28年度研究助成選考方針等の審議
平成27年12月14日、研究助成案件選考分担の決定、海外研究助成案件の審議
平成28年3月4日、平成28年度研究助成案件の審議


